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はじめに 
「2020 年問題」として現在も議論の渦中にある、
日本における国家レベルでの英語教育改革につい
ては、文部科学省による有識者会議を経た「今後
の英語教育の改善・充実方策について 報告～グ
ローバル化に対応した英語教育改革の五つの提言
～」（2014）としてまとめられたものを基本的な施
策の基準点として参照することが出来る。 
この提言において、本稿で着目すべき論点・方
向性は、「グローバル化の進展の中での英語力の重
要性」における「社会の急速なグローバル化の進
展の中で、英語力の一層の充実は我が国にとって
極めて重要な問題」という項目である。 
 
 これからは、国民一人一人にとって、異文
化理解や異文化コミュニケーションはます
ます重要になる。その際に、国際共通語であ
る英語力の向上は日本の将来にとって不可
欠であり、アジアの中でトップクラスの英語
力を目指すべきである。今後の英語教育改革
において、その基礎的・基本的な知識・技能
とそれらを活用して主体的に課題を解決す
るために必要な思考力・判断力・表現力等を
育成することは、児童生徒の将来的な可能性
の広がりのために欠かせない。 
もちろん、社会のグローバル化の進展への
対応は、英語さえ習得すればよいということ
ではない。我が国の歴史・文化等の教養とと
もに、思考力・判断力・表現力等を備えるこ
とにより、情報や考えなどを積極的に発信し、
相手とのコミュケーションができなければ
ならない。（文部科学省2014） 
 
上記引用部分は、同提言においてトップ項目に
置かれ、まさに「2020年問題」における抜本的な
英語教育改革の起点および肝要的な柱である。
2021 年度以降の大学入試改革をはじめ英語教育
改革の基本的モチーフ、主題が述べられているの
で、政策リテラシー上、非常に重要なパートであ
る。 
これによれば、その改革上の主要なモチーフは
社会のグローバル化に伴う「異文化理解」や「異
文化コミュニケーション」にある。その中におい
て、「我が国の歴史・文化等の教養」の「情報や考
えなどを積極的に発信」出来る英語によるコミュ
ニケーション能力の育成が、英語教育で求められ
ていることが分る。 
こうした英語教育改革のモチーフは、上記引用
部に続く下記のパートとも連動している。 
 
我が国では、人々が英語をはじめとする外
国語を日常的に使用する機会は限られてい
る。しかしながら、東京オリンピック・パラ
リンピックを迎える 2020（平成 32）年はも
とより、現在、学校で学ぶ児童生徒が卒業後
に社会で活躍するであろう 2050（平成 62）
年頃には、我が国は、多文化・多言語・多民
族の人たちが、協調と競争する国際的な環境
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の中にあることが予想され、そうした中で、
国民一人一人が、様々な社会的・職業的な場
面において、外国語を用いたコミュニケーシ
ョンを行う機会が格段に増えることが想定
される。（文部科学省2014） 
 
すなわち 2020 年の「東京オリンピック・パラ
リンピック」の開催から始まり、2050年頃までに
おいて、 「我が国は、多文化・多言語・多民族の
人たちが、協調と競争する国際的な環境の中にあ
ることが予想され、そうした中で、国民一人一人
が、様々な社会的・職業的な場面において、外国
語を用いたコミュニケーションを行う機会が格段
に増えることが想定される」という、「多文化・多
言語・多民族」社会の到来と、それに伴う「国際
的な環境」の中で、「社会的・職業的な場面におい
て、外国語を用いたコミュニケーションを行う機
会が格段に増える」という前提条件が措定される
ということである。これは社会のグローバル化に
伴う「異文化理解」「異文化コミュニケーション」
の時代の到来を英語教育改革のモチーフとする前
段の内容を、より具体的なかたちでパラフレーズ
したものと考えて良いだろう。 
 
1．今般の英語教育改革が目指すもの 
日本における英語教育改革の中で、稿者が注目
したいのは、今般の英語教育改革のモチーフとし
ての「異文化理解」「異文化コミュニケーション」
が、上述のようなかたちで「我が国の歴史・文化
等の教養」の「情報や考えなどを積極的に発信」
出来る英語によるコミュニケーション能力の育成
とリンクされている点である。 
稿者は今般英語教育改革の要点は、上記の点に
あると考えている。 
すなわち、今般英語教育改革の大前提となる基
本的テーマは、英語によって日本の歴史や文化を
情報発信出来る能力の育成であり、それこそが「異
文化理解」や「異文化コミュニケーション」およ
び「外国語を用いたコミュニケーション」が出来
る人材すなわちグローバル人材を育成するという
ことの主要なポイントなのである。 
もちろん、「多文化・多言語・多民族」社会の到
来における「異文化コミュニケーション」の中に
は、英語以外の諸言語を使用したコミュニケーシ
ョン・スキルの育成についても含意されている。
実際、そのような場面や状況も想定されるが、こ
こでの眼目は、あくまでもタイトルに明記されて
いる通り「グローバル化の進展の中での英語力の
重要性」であり、ターゲット言語は、あくまでも
「英語」なのである。 
それは、上記提言において「英語教育改革の背
景」として別途枠囲みして述べられる「グローバ
ル化の進展の中で、国際共通語である英語力の向
上は日本の将来にとって極めて重要である。アジ
アの中でトップクラスの英語力を目指すべき。今
後の英語教育改革においては、その基礎的・基本
的な知識・技能とそれらを活用して主体的に課題
を解決するために必要な思考力・判断力・表現力
等の育成は重要な課題」という文言において、「英
語」を「国際共通語」とする認識によって、ア・
プリオリな自明の理とされているわけである（文
部科学省 2014）。 
よって、繰り返しになるが、今般英語教育改革
によって第一義的に目指されているものは、「英語」
によって「我が国の歴史・文化等の教養」の「情
報や考えなどを積極的に発信」出来る能力・スキ
ルの育成であり、すなわちこれは、「英語」を駆使
して、日本の歴史や文化を積極的に情報発信出来
る能力・スキルの育成としてパラフレーズされる
ものである。 
さらにパラフレーズするならば、このことは要
するに、日本固有のコンテクストの中にある「日
本史」や「日本文化」を如何に分りやすく「英訳」
して、外国人に伝えることが出来るかという「ト
ランスレーション（翻訳）スキル」の育成という
英語教育上の課題を孕んでいる。 
「日本固有の文化」や「日本固有の歴史」とい
う問題系は、先般の学習指導要領の改訂において
新たに盛り込まれた、社会科・道徳・国語といっ
た科目群における「郷土愛」の育成や日本神話教
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育の導入といった教育行政とパラレルであると言
える（文部科学省2009、各学習指導要領）。また、
2003年 3月 31日付けで中教審および文科省・教
育課程部会外国語専門部会における審議を経て、
文科省よりリリースされた「英語教育改善のため
のアクション」において、将来的な英語教育改革
のヴィジョンの中で、その第 6項目として「国語
力の向上」が盛り込まれ、「英語によるコミュニケ
ーション能力」の育成のため、「すべての知的活動
の基盤となる国語を適切に表現し正確に理解する
能力を育成する」「豊かな人間性や社会性を持ち、
国際社会の中で主体的に生きていく日本人を育成
するためには、思考力を伸ばし、豊かな表現力や
言語感覚を養うとともに、国語への関心を深め、
国語を尊重する態度を育てることが大切である」
とされたことも、「郷土」「日本」といったナショ
ナル・アイデンティティーを尊重する点において、
パラレルな観点から発せられたものであろう（文
部科学省 2003）。 
本稿では、今般英語教育改革における主要な課
題を、上記のような英語による日本固有の歴史や
文化の「トランスレーション・スキル」の育成・
教育上の問題系として把捉する。その上で、如上
の教育上の問題系を、文部科学省や中教審答申の
明確なリリースの為されていない高等教育におい
て、如何に具体的な如上の日本固有のコンテクス
トやバックボーンを有する「日本文化」「日本史」
の「英語」によるトランスレーション・スキルの
教授法を構築出来るかという課題について、具体
的なケーススタディを例示しながら検討して行き
たい。1  
 
2．国際カンファレンスにおける英語によるプレ
ゼンテーションのケースから 
文部科学省における有識者会議を経た「今後の
英語教育の改善・充実方策について 報告～グロ
ーバル化に対応した英語教育改革の五つの提言～」
と題された今般の英語教育改革の明示的な指針・
提言のアナライジングを経て、本稿では今般の英
語教育改革の肝要を「日本文化」「日本史」の多様
かつ固有なコンテクストを包含するファクターや
事物、概念等々の「トランスレーション・スキル」
の教育的育成という課題にフォーカスされるもの
であるとした。しかし、この教育的課題を高等教
育において、如何に構築出来るかという議論につ
いては、日本英語教育学会やその学会誌、高等教
育の現場、英語教授法に関する諸論考、あるいは
アメリカやイギリスの高等教育機関における
ESL 教育、その他従来の母語以外の第二言語とし
ての英語教育学・英語教授法においても、未だ本
格的な取り組みや有効な教授法の確立の試されて
いない、謂わば 21 世紀におけるフロンティア的
な問題系領域であると言える。 
特に、我が国に固有な日本文化や歴史を英語に
置き換える場合の日本文化の「固有性」「特異性」、
すなわち英語圏の国であるアメリカやイギリスの
文化史やその諸文物・諸概念等において、類似・
等値するもののない場合に、それらをアクチュア
ルなコミュニケーションの中で、如何にして彼ら
アメリカ人やイギリス人等英語文化圏のネイティ
ブに分りやすく理解しやすいように伝達し、実際
的かつ正確に「そのもの」を理解させるコミュニ
ケーション・スキルを身に付けさせるための「ト
ランスレーション・スキル」に関しての英語教育
法としては、ほとんど未開拓の分野であると言っ
ても過言ではない。 
そして、この分野領域に関しては、「はじめに」
で分析した文科省の「提言」において、いみじく
も言及されている通り「我が国の歴史・文化等の
教養」、それも深い「教養」が大前提となる。 
太田好信は『トランスポジションの思想』の中
で、次のように述べている。 
  
一つの具体例。私は大学院卒業後、アメリ
カのある大学で人類学の担当教官として採用
された。私の担当科目の一つは「人類学の歴
史と理論」であった。そのクラスでは学生に
は多少難解なテクストがあったようである。
すると学生たちは、私が担当科目の内容を熟
知していないため、不適切なテクストを選ん
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だとして不満を訴えた。なぜ「日本語アクセ
ントのある英語」しか話せない日本人（＝イ
ンフォーマント）から、人類学の歴史と理論
という、いわば学問の中枢に相当する部分を
学ばなければならないのか、というわけであ
る。もちろん、この不満は、私が勝手にその
クラスの学生を代弁した結果ではなく、学期
の終了間際になり授業を楽しんでくれた数人
の学生から直接聞いた事実である。 
また「日本の社会と文化」というような科
目を教えるときも、（人類学者ではなく）イン
フォーマントとして日本のことを経験の一部
として知っているとみなされた。それが、相
撲や柔道であろうが、大政奉還についてであ
ろうが、川端康成についてであろうが。こち
らのクラスではまさにインフォーマントとし
ての権威がものをいうわけである。しかし、
その権威は日本全体を表象＝代弁できるイン
フォーマントという（ステレオタイプ化され
た）ポジションを受け入れて初めて獲得され
る。（太田 1998） 
   
上記引用部分は 2つのパラグラフからなり、そ
れぞれにベクトルの異なる経験的内容を述べてい
るが、相互に関連性を有している。 
まず第 1パラグラフにおいて興味深いのは、ア
メリカ人学生に対して日本人である太田氏が、「日
本語アクセントのある英語」のスピーカーである
ために「人類学の歴史と理論」という科目の内容
について理解していない、あるいは理解出来ない
と学生から認識されたことである。 
太田氏は高校時代からアメリカに移住している
が、アメリカ在住期間の長さから、英語のスピー
カーとしては相応に堪能であったとしても、アク
セントやプロナンシエーションがアメリカンネイ
ティブのそれとは異なっており、そうした発音上
の問題が「人類学」すなわちここでは「アメリカ
の」人類学であり、それは日本人の太田氏にとっ
て「異文化」でありアメリカンネイティブの学生
の観点からは、熟知出来ないと見なされている。 
要するに、アメリカンイングリッシュの発音上
の問題が「異文化理解」の深浅のレベルと結びつ
けられるのである。 
日本人は、2016 年における TOEFL のスピー
キングセクションのスコアが世界175カ国中175
位、すなわち英語のスピーキングにおいて世界最
下位である（一般社団法人CIEE国際教育交換協
議会 2016）2。  
これには複数の要因が考えられるが、太田氏は
高校から大学、大学院を経て大学教員となった経
歴から、学校における英語教育の問題は特に考え
られない。環境も長期にわたって英語環境に身を
置いている。 
そうであっても、所謂「ジャパニーズ・イング
リッシュ」と呼ばれるような発音スキルであるの
は、身体器官的構造、すなわち口腔や声帯や頭蓋
骨格、インナーマッスル等々の構造が日本人であ
り、日本語発声用の身体器官上構造のまま過ごし
たためであると考えられる。 
興味深いのは、そうした「日本語アクセントの
ある英語」のために、「異文化理解」としてのアメ
リカ人類学についての理解が困難であると、アメ
リカ人学生たちに見なされたような印象が有るこ
とである。 
英語の発音の矯正に関しては、1950 年代にアメ
リカのミシガン大学のフリーズのチームによって
開発され、その後1960年代～1970年代にかけて
リヴァース（Rivers 1968）やスティヴィック
（Stevick 1976）、1980年代にはケンブリッジ大
学のローリー（Rowley 1982）らによって改良が
加えられていったオーディオ・リンガル法がある。
そして、1980年代～1990 年代にかけては、ハー
バード大学のリチャーズ（Richards 1986）らによ
って開発されたGDメソッドなどがある。これら
は現在に至るまで改良が加えられつつ、語学教室
において用いられている英語教授法でも指導され
ているスピーキング・スキルのファクターである。
しかし、これらの教授法では、教室におけるプラ
クティスが多数の学生によって一斉に行われるこ
とが基本であり、プラクティスの頻度も少ないこ
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とから限界がある。  
これに対して、1955年頃に旧ユーゴスラビア、
ザグレブ大学のペタル・グベリナを中心としたチ
ームによって開発が進められたVT法（ヴェルボ
トナル法）は、言調聴覚論の原理を用いており（グ
ベリナ 1990）、現在のニューロサイエンスに近い
アプローチ法によって、口蓋や喉といった身体器
官における発声・発音の矯正を主眼として研究が
進められた英語教授法である点において、特に日
本人の発音矯正の観点から特筆すべき教授法であ
る。また、個別の身体的特徴への対応を重視する
点においても、日本語用の身体器官的特徴を生来
持っている日本人の発音矯正において、特に有効
な教授法であると言える。 
したがって現在、多数の英語教授法の開発・研
究が随時進展する中で、各英語教授法の特徴とス
トロングポイントを踏まえ、学習者に適用するこ
とが肝要であり、上記太田氏に見られた問題点を
解消していくことは可能となる。 
続く太田氏の述べる第2パラグラフにおいては、
文科省の今般英語教育改革「提言」の分析によっ
て求められた中心的課題である、「英語」によって
「日本固有の文化および歴史」を、トランスレー
ション・スキルを駆使して、アウトプット・情報
発信することの問題が、まさしく経験的に語られ
ている。ここでは、日本人として「英語」による
説明の求められる「日本固有の文化および歴史」
の範囲の広さと、その「教養」的側面における広
くかつ深い理解が必須課題となることがあからさ
まに述べられている。 
太田氏は、ここで、そうした日本人インフォー
マントとしての必須課題の困難さに直面し、自己
のポジショニングをどこに置くべきかという点を
述べるに留まっている。 
そこにおける課題解決の「留保性」は、すなわ
ち、日本文化・歴史の広くかつ深い理解と、その
「固有性」についての「トランスレーション・ス
キル」および「英語による表現方法」を如何にし
て獲得するかということの難しさの表明のように
も受け取れる。 
3．「トランスレーション・スキル」の育成という
課題におけるCCT/ITメソッドのポテンシャル 
現在、各種語学教室プラクティスで用いられて
いる英語教授法において、ダイレクトに上記の課
題を扱ったものは無い。しかし、CCT／ITという
メソッドでは、1960年以降に開発・発展してきた
「異文化トレーニング」に焦点化しているため、
上記課題解決へ向けてのステップとなるものと考
えられる（ジョンソン2000、他）。1976年におけ
るグッディクンストらによって開発された英語教
授法メソッドに依拠すれば（Gudykunst1976）、
「異文化コミュニケーション・ワークショップ」
と呼ばれる訓練を用い、文化背景の異なる、すな
わち異文化者によるグループ間においてロールプ
レイを行い、異文化間の相互理解を深め、「異文化
コミュニケーション」技能を修得していく過程に
おいて、自然に、あるいは段階的に、ロールプレ
イによる「異文化理解」を梃子として、「異文化間」
におけるコミュニケーション・スキルを生成させ
るものである。 
すなわち、このメソッドにおけるロールプレイ
やシミュレーション過程において、今般英語教育
改革の中核的肝要である「各異文化間」における、
それぞれの「固有性」の理解が深まり、さらには、
それら「各異文化間における固有性」の「トラン
スレーション・スキル」をグループワークの過程
の中で生成させることも可能になるものと考えら
れる。 
したがって今般英語教育改革における「日本固
有の文化」を「英語」によってトランスレートす
る「トランスレーション・スキル」の育成という
課題においては、従来の各種英語教授法における
ものの中では、CCT／ITメソッドの更なる研究と
開発が急がれるものと言える。 
 
4．CCT/ITメソッドにおける新たな異文化コミュ
ケーション理論の導入およびその問題点と改善
点 
異文化間のコミュニケーションは、重要である。 
我々は、今や、アフリカや東南アジアやインド
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やミクロネシアその他、かつて「サードワールド」
と呼ばれ、不当な扱いを受けて来た地域や国々の
人々が、想像を絶する努力による、偉大な経済成
長性によって、かつて「先進国」と呼ばれた国々
と肩を並べ、コミュケーションを行い、そうした
差別なき対等なコミュケーションによって、団結
と連帯をプロモートする段階になった。 
それらの国々においても、貧困や紛争や医療の
不足など、大きな問題を、未だ抱えている。こう
した問題の解決に向けてASEANなどの政府間協
議が存在するが、これは十分に機能しているとは
言えない。 
そこで、国境なき医師団や各種ボランティアチ
ームによるNGO組織やユニセフによる活動があ
るが、深刻な人員不足によって、現時点でカヴァ
ー出来ている地域は、あまりにも寡少である。 
一方で、こうした地域や国家は、自助努力によ
って、我が国を遥かに超える英語コミュケーショ
ン能力を、英語の第二言語化などの先取的な政策
を通して、日本を除く世界各国の支援団体のサポ
ートを受けやすい受け皿を築きつつある。 
日本は異文化間コミュケーション能力において
も英語によるコミュニケーション・スキルにおい
ても、世界最低レベルの国である（一般社団法人
CIEE国際教育交換協議会2016）。 
英語教授法で、CCT/IT 法の有するポテンシャ
ルの高さ、特に異文化コミュケーション、「トラン
スレーション・スキル」におけるポテンシャルの
高さについて言及した。CCT/IT は、実際の高等
教育での教室運営およびマネジメント法において
は、多くの留学生と日本人が混在しつつ、同時進
行かつ協同作業的なグループワークを前提とする。 
こうした協同作業の中で、英語による異文化内
容の伝達が有効かつ正確なかたちで為される事を、
稿者は期待するものである。その際、問題となる
のは、日本人サイドにおける自国文化に対する理
解度の深浅もさることながら、異文化コミュケー
ションが、双方が完全に対等な立場および態度に
立っている事が最大の前提であり、他国の文化へ
の敬意と理解が、前もって十分に為されている必
要がある事は言うまでもない。 
レイシズムやエスノセントリズム、自国文化優
位主義、愛国主義などはもっての外である。 
中東やアフリカや東南アジア、太平洋海域諸国
などの歴史と伝統のある、多様な文化を尊敬し、
英語力においては、これらの国々が先達であるわ
けであるから、十分なリスペクトを持って、教示
を請いながら、ワーキンググループにおける日本
人学生は、彼らの文化や考え方から謙虚に学び（こ
の際、教員も例外ではない。教員もまた、平身低
頭して、彼らからの教示を受ける必要がある。特
に、東アジアや東南アジア諸国の留学生に対して
は、戦時中の日本人による殺戮行為などが、未だ、
彼らの日本に対する不信感を形成している現在に
おいて、まず教員自ら「謝罪」するべきであり、
その行為によって、彼らの信用を得る事が、教室
運営においては、非常に大事な要件となる。なぜ
なら、現在もアジア文化圏の若い世代においては、
この問題が議論されている。このような教室運営
上の不信感を信頼感に変える役割は、個々の教員
が担っており、スムーズな教室運営は、彼ら学生
と教員の信頼関係なしには成り立たないからであ
る）、そのような謙虚な異文化からの学びによって
のみ、初めて学生は、異文化と自国文化の共通性
ないし通用的な事物・概念の発見・認識に至る事
が出来る。そして、そのような認識された共通項
（相互の英語によるコミュケーションの中で、そ
の共通項、共通性は、既に英語化されている場合
の多い事が、想定される）を、そのトランスレー
ション表現の中で実際に使用する事で、異文化話
者も、自文化のアイテムや概念に依拠した英文で
ある事から、異文化のアイテムや概念でありなが
らも、異文化話者の表現しようとする事物や概念
を、その英語表現の中において、理解する事が容
易になるはずである。 
その際の問題点は、畢竟、異文化の中に通用物
や共通性を、いかに発見する事が出来るかという
点に尽きる。その問題は、話者が、いかに相手の
異文化および自国の文化を、広く深く理解してい
るか、という点に集約されるであろう。 
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そのことは、異文化理解のレベルと自国文化の
レベルの高さによるのである。 
如上の英語コミュケーションないし、その「ト
ランスレーション・スキル」において、従来、「異
文化理解」と「自国文化理解」が問題化される事
はほとんどなかった。しかし、こうした「異文化
理解」ないし「文化理解」にこそ、英語によるコ
ミュケーション・スキルおよび、我が国の文部科
学省が、新たな英語教育改革の柱としている、英
語による（述べたような）「トランスレーション・
スキル」の肝要なポイントが存するのである。 
要するに、日本文化をCCT/IT 法によって、等
価物あるいは類似性のない概念や事物を、異文化
コミュケーションを用いて正確に伝達する――そ
うした「トランスレーション・スキル」の獲得の
ためには、自国文化のみならず、対話相手の国の
カルチャーやヒストリーおよび、そのバックグラ
ウンドについて、学生および教員は十分に知悉す
る必要があり、相手文化の深い理解（第二次大戦
時における日本の残虐破壊行為を含む）によって、
はじめて、学生＝コミュニケーターは、「トランス
レーション・スキル」に必須な、英語表現上のト
ランスレーション等価物および共通項を熟知でき
るのである。そして、これによって、異文化コミ
ュケーションにおける正確な「コミュケーション・
スキル」を身につける事が出来るというわけであ
る。 
 
おわりに 
 上記英語教授法は、従来のCCT/IT 法を改善的
に超えるものであり、本稿において、初めてこれ
を提示した。 
すなわち、今般英語教授法において、重要であ
り、かつ喫緊の課題であるのは、如上のような、
CCT/IT 法に異文化コミュケーション理論におけ
る中心的課題および、そのグループワークにおけ
る日本人学生による異文化間「共通項」の探索と
その英語による「トランスレーション・スキル」
をコンバインさせた、新たな英語教授法の構築で
ある。 
そして、その課題の中心点は、あくまでも広く
かつ深い、世界レベルの文化学習の如何にかかっ
ている事は、記述した通りである。「日本文化論」
あるいは「異文化文化論」こそが、今般英語教育
改革における、学生の学習上での最重要事項なの
である。 
今般英語教育改革あるいは英語教授法の開発に
おいて、「文化学習」についはこれまで等閑視され
てきた。しかし、英語はコミュケーションツール
であり、その最重要な中身が、お互いの文化を理
解し合い、高等教育におけるグローバル人材の育
成というものが、多文化理解と多文化コミュケー
ション・スキルを持つ者の育成であると同義なの
だと理解されれば、本稿で述べてきた論述は、ま
さに、そのようなグローバル人材の育成における
最重要ポイントを指摘したものと理解されるであ
ろう。 
 
註 
1 既に文部科学省HP上でリリースされ、明確に
言及されているものは、「小・中・高等学校」にお
ける英語教育ということであり、「高等教育」に関
する英語教育を上記のガイドラインに沿って如何
に具体的に改革すべきであるか、という点につい
ては未だ明確化されていない。明確化されている
のは、2021年度以降における、大幅かつ大規模な
大学入試改革止まり、つまり高等教育の「入り口」
に関する改革指標までであり、その後の大学、大
学院における「高等教育」については未だ具体的
な言及が無い。もちろん、入り口としての大学入
試改革における4技能試験の導入という新ガイド
ラインだけでも大きな問題であり、従来のリーデ
ィング、ライティング、リスニングの 3技能に加
えてスピーキングテストのスコアが加味されるこ
とだけでも、その後の高等教育のあり方を左右す
るものであることは言うまでもない大改革である。
しかしながら、高大接続の強化が示されながらも、
大学入試後の高等教育における英語教育改革の具
体的な方針が国によって明示化・明文化されてい
ない現状においては、高等教育を主眼とした日本
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英語教育学会においても、小学校から高等学校ま
での英語教育改革の文科省の指針を参照しつつ、
各自各大学において独自に取り組まざるを得ない
という現状である。 
2 現在、一般社団法人 CIEE国際教育交換協議
会サイトでは、「スコアデータサマリー2017年度
版（Test and Score Data Summary for TOEFL 
iBTR Tests）」がリリースされている。 
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